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中高年齢者を取り巻く雇用・就職環境はやや改善されてきているが、警備・清
掃・介護等の職種中心の求人増であり、他の職種では前年同様の求人状況になって
いる。一方、求職者数が減少傾向にある中で中高年齢者が身近な地域で就業を求め
るニーズは年々高まってきており、中小企業が豊富な知識や経験を有する人材確保
につながるように、求人会社の要望と求職者の経験等を上手くマッチングさせて中
高年齢者の就業を支援してきた。

場 所 立川市曙町2－1－1 ㈱ルミネ立川店１階
運営体制 相談員 ４名
時 間 9時～5時（相談対応10時～4時）

土、日祝日 休み
求人情報データ数 約７,000件

立川商工会議所における無料職業紹介所（雇用対策事業）
＜平成27年度事業報告書抜粋＞

○無料職業紹介所事業
おおむね55歳以上の高年齢者を対象に、職業紹介の斡旋、相談を実施した。
（平成16年2月29日 厚生労働大臣許可 13-ム-150002）
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求人件数 求人数 相談及び問合わせ件数 採用数

1,785件
（1,688件）

5,990人
（5,485人）

676件
（373件）

102人
（158人）

商工会議所会報等で会員企業への求人依頼や、関係機関との連携また職員による積極的な求人開拓等の結果、前年に引き続い
て求人件数で6％、求人数で9％増加した。

①求人企業業数 （しごと財団からの求人情報は除く）（ ）は前年度数

新規求職者数 再来求職者数 その他相談等 来所者合計 紹介件数 就職者数

758人
（919人）

951人
（1,315人）

256人
（264人）

1,965人
（2,498人）

324人
（475人）

102人
(158人）

雇用環境がやや改善されてきて求人件数は増加してきたが、天候の影響（猛暑等）も一部受けて求職者の来所者合計が21％減
少した。今後求職者への手厚いフォロー等で来所者数の増加をはかることが今期の課題となった。

②求職者数

有効求職者数

183人
（592人）

高齢者就業情報システムが2015.4.1から新システムに入れ変わり、それに伴い有効求職者の有効期限が今までの１年からハ
ローワーク基準の3ヶ月に変更になったため、有効求職者数が前年比大きく落ち込んだ。

③有効求職者数
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区 分 54歳以下 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳～79歳 80歳以上 合 計

職 種 名 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計
職種別の
構成割合

専門的技術的職業 6 1 6 5 12 0 9 2 5 3 0 0 0 0 38 11 49 6.5％

事務的職業 2 7 11 39 31 35 31 22 4 3 1 0 2 0 82 106 188 24.8％

販売類似の職業 1 3 22 9 8 14 5 6 4 1 0 0 0 0 40 33 73 9.6％

技術生産工程の職業 0 0 2 1 4 0 2 0 4 0 0 0 1 0 13 1 14 1.9％

労務の職業 3 3 8 7 22 0 18 12 12 2 3 0 0 0 66 24 90 11.9％

清掃の職業 0 1 7 6 6 16 11 28 8 24 5 4 0 1 37 80 117 15.4％

調理の職業 1 2 2 2 6 9 5 21 5 7 1 1 1 0 21 42 63 8.3％

管理の職業 2 0 7 1 25 1 37 0 23 0 5 0 0 0 99 2 101 13.3％

運転の職業 1 0 4 0 5 0 18 0 5 0 2 0 0 0 35 0 35 4.6％

その他の職業 0 2 3 4 2 4 2 8 1 1 0 0 0 1 8 20 28 3.7％

小 計 16 19 72 74 121 79 138 99 71 41 17 5 4 2 438 319 757 100％

合 計 35 146 200 237 112 22 6 757

④求職者の職種別・年齢別一覧（新規登録者） ※年齢の基準は、登録時の年齢である。

地 域 名 男 女 計 構成率
立川市 165 154 319 42.1％
昭島市 28 22 50 6.6％
国立市 38 22 60 7.9％
国分寺市 26 20 46 6.1％
八王子市 22 17 39 5.1％
小平市 22 8 30 3.9％
東大和市 15 14 29 3.8％
日野市 13 11 24 3.2％
東村山市 18 6 24 3.2％
その他地域 92 45 137 18.1％
合 計 439 319 758

100％
構成率 57.9％ 42.1％ 100%

⑤求職者地域の地域別状況（平成27年度新規求職登録者）
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立川商工会議所 無料職業紹介所に関するリーフレット①
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立川商工会議所 無料職業紹介所に関するリーフレット②
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立川商工会議所 無料職業紹介所の様子

６



商工会議所が職業紹介を行う場合の関連条文①

○職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）

（特別の法人の行う無料職業紹介事業）
第三十三条の三 特別の法律により設立された法人であつて厚生労働省令で定めるもの
は、厚生労働大臣に届け出て、当該法人の直接若しくは間接の構成員（以下この項に
おいて「構成員」という。）を求人者とし、又は当該法人の構成員若しくは構成員に雇用
されている者を求職者とする無料の職業紹介事業を行うことができる。
２ （略）

○職業安定法施行規則（昭和２２年労働省令第１２号）

（法第三十三条の三に関する事項）
第二十五条の三 法第三十三条の三第一項の厚生労働省令で定めるものは、次に掲げ
る法人であつて、その直接又は間接の構成員の数が厚生労働大臣の定める数以上の
ものとする。
四 商工会議所法 ・・・の規定により設立された商工会議所

７

○職業安定法施行規則第二十五条の三第一項の規定に基づき厚生労働大臣の定める
数(平成１５年厚生労働省告示第４４４号)

職業安定法施行規則第二十五条の三第一項の厚生労働大臣の定める数は、十とす
る。



○職業安定法施行規則（昭和２２年労働省令第１２号）

（法第三十三条の三に関する事項）
第二十五条の三
３ 法第三十三条の三第二項において準用する法第三十条第三項の厚生労働省令で定める書
類は、次のとおりとする。
一 定款又は寄附行為
二 登記事項証明書
三 役員の住民票の写し及び履歴書
四 役員が未成年者で職業紹介事業に関し営業の許可を受けていない場合にあつては、次に
掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める書類
イ 当該役員の法定代理人が個人である場合 当該法定代理人の住民票の写し及び履歴書
ロ 当該役員の法定代理人が法人である場合 当該法定代理人に係る第一号から前号まで

に掲げる書類（法定代理人の役員が未成年者で職業紹介事業に関し営業の許可を受けて
いない場合にあつては、当該役員の法定代理人（法人に限る。）に係る第一号から前号まで
に掲げる書類又は当該役員の法定代理人（個人に限る。）の住民票の写し及び履歴書を含
む。）
五 無料の職業紹介事業を行う事業所ごと（以下この条及び次条において単に「事業所ごと」と
いう。）の個人情報の適正管理及び秘密の保持に関する規程
六 事業所ごとの業務の運営に関する規程
七 事業所ごとに選任する職業紹介責任者の住民票の写し、履歴書及び受講証明書
八 事業所ごとの施設の概要を記載した書面
九 国外にわたる職業紹介を行おうとするときは、当該国外にわたる職業紹介の相手先国に関
する書類
十 国外にわたる職業紹介を行おうとする場合であつて、取次機関を利用しようとするときは、
当該取次機関に関する書類

商工会議所が職業紹介を行う場合の関連条文②
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